
東京都工事等成績評定苦情等検討委員会要綱 

 

１７財建技第１９３号 

平成１８年３月３０日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、東京都工事成績評定要綱（平成14年３月26日付13財営技第167号）及び東京都設

計等委託成績評定要綱（平成22年４月２日付21財建技第238号）並びに消防総監、東京都交通局長、

東京都水道局長、東京都下水道局長、東京都教育委員会教育長及び警視総監が別途定める工事成績

評定要綱及び、設計等委託成績評定要綱等に規定する東京都工事等成績評定苦情等検討委員会（以

下「都委員会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 都委員会は、次の事項について、専門的な見地から各委員による意見交換を行う。 

 一 受注者からの工事成績評定に係る苦情申立て 

二 受託者からの設計等委託成績評定に係る苦情申立て 

 三 工事成績評定及び設計等委託成績評定のあり方 

 

（委員の構成等） 

第３条 都委員会は、工事及び設計等委託（以下「工事等」という）に係る技術又は法律若しくは契

約に関する専門知識を有する者のうちから、知事が委嘱する委員５人で組織する。 

２ 委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（守秘義務） 

第４条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 

（委員長） 

第５条 委員長は都委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 

（招集） 

第６条 都委員会は、必要の都度、委員長が招集する。 

２ 議事に利害関係を有する委員は、当該議事に加わることができない。 

 

（関係者からの聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めたときは、苦情申立者、通知者又は当該苦情に係る関係者から

当該工事の施工状況等を聴取することができる。 

２ 委員長は、必要があると認めたときは、苦情申立者、通知者又は当該苦情に係る関係者から当該

設計等委託の履行状況等を聴取することができる。 

 

（庶務） 

第８条 都委員会の庶務は、財務局建築保全部技術管理課で処理する。 

 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、都委員会の運営その他手続に関し必要な事項は、要領で定め

る。 

 

附 則（平成18年３月30日付17財建技第193号） 



この要綱は、平成18年４月１日から適用する。 

附 則（平成23年11月９日付23財建技第121号） 

この要綱は、平成24年１月４日から施行する。 

附 則（平成24年３月12日付23財建技第191号） 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月30日付５財建技第75号） 

この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

 


